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はじめに 

 
インドネシアでも新型コロナウイルスの感染拡大は引き続き悪化の一途をたどっている。

国家災害対策庁（BNPB）によると、累積でみた感染者数は 103万 8 千人、死亡者数は 2 万
9 千人を超えた（2021年 1月 28 日時点）。2021 年に入って、新規感染者が 1万人を超える
日も珍しくなくなっている。 
こうした状況のなか、インドネシアでもワクチン接種が開始されたとの報道を受けて、今

後の展望に期待を寄せる人も少なくないと思われる。1月11日に食品・医薬品監督庁（BPOM）
がシノバック（Sinovac Biotech）社製ワクチン（CoronaVac）の緊急使用許可を出したのに
伴い、13 日にはジョコ・ウィドド（通称ジョコウィ）大統領が国内第 1 号としてワクチン
を接種する姿が大々的に報じられた。今後、インドネシア政府は 18歳から 59 歳までの年齢
層から優先的に接種を進めていく方針を打ち出している 1。政府が、この生産年齢人口に該
当する年齢層を優先的なターゲットとしている理由の一つとしては、インドネシアではまだ
インフォーマル部門に就業している人が多く、そうした不特定多数の顧客を相手とする人々
の雇用を維持して経済を回す必要性が高いと考えている点も挙げられている（1 月 13 日付
BBC 記事）。 
この報道にもあらわれているように、新型コロナウイルスの感染拡大は雇用面にも深刻な

影響を及ぼしている。現時点で最新となる 2020 年 8 月時点の失業率は 7.1％と前年同月比
で 1.8％ポイントも上昇している。単純に統計庁の公表値をもとに失業率の変化分で比較す
るならば、このパンデミックによる雇用への影響は、アジア通貨危機に伴う1997年から1999

https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/higashikata_takayuki.html
https://twitter.com/BNPB_Indonesia/status/1354728842737274880
https://indonesia.go.id/narasi/indonesia-dalam-angka/sosial/babak-baru-pemulihan-pandemi-covid-19-dimulai
https://indonesia.go.id/narasi/indonesia-dalam-angka/sosial/babak-baru-pemulihan-pandemi-covid-19-dimulai
https://www.bbc.com/news/world-asia-55620356
https://www.bbc.com/news/world-asia-55620356
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年にかけての失業率の上昇分（1.7％ポイント）すらすでに上回っていることになる（ただ
し、この単純比較に問題があることは後述する）。 
このように、現時点ですでにアジア通貨危機時に匹敵する影響が失業率にあらわれている

ことを踏まえ、今回の報告では、そのおよそ四半世紀前との比較を通じて、新型コロナウイ
ルスの感染拡大がインドネシアの雇用面にどのような影響をもたらしているのかを探るこ
とにしたい。 
 
アジア通貨危機時を上回る失業率の上昇？ 

 
図 1は 1990 年から 2020 年までの 30年間の失業率の推移を描いている。図中、黄色で強

調されている部分は、国内総生産（GDP）がマイナス成長を記録した時期である。アジア通
貨危機時には、1998 年第 1 四半期から 1999 年第 1 四半期まで経済成長率はマイナスとな
っていたが、特に 1998 年第 4 四半期にはマイナス 18.3％と、インドネシア史上最も低い成
長率を記録している。そして今回のパンデミックのもとでは、2020 年第 2・第 3 四半期の経
済成長率は、それぞれ前年同期比マイナス 5.3％、マイナス 3.5％となっている。 
図 1では、統計庁が公表している失業率を黒いマーカーで描いているが、ところどころ途

切れているのは失業者の定義が変更されているためである（マーカーの形も定義の違いにあ
わせている）。定義が変更される度に失業率が上方へシフトしている様子がみえてくるが、
特に 2000 年から 2001 年にかけては大きなギャップが生じている。このように定義の違い
に伴う失業率の変化が大きいため、統計庁の公表値だけでは、新型コロナウイルスの感染拡
大直後とアジア通貨危機直後とで失業率の悪化の程度を直接比較することは困難である。 
そこで今回は、労働力調査（Sakernas）の個票データを用いることにより、不十分ではあ

るものの 2001 年以降の失業の定義に準拠したかたちで、1996年まで遡って失業率を再計算
してみることにした。図 1の白抜きマーカーの折れ線グラフはその筆者による計算結果をも
とに描いたものである（失業者の定義の違いならびに再計算の方法については補足説明を参
照のこと）。 
再計算された数値によれば、1998年から 1999年にかけての失業率の変化は 2.7％ポイント増

となり、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う上昇分を上回る。このように再計算した値では
1998年から 1999年にかけての失業率の急上昇が確認できる一方で、1997年から 1998年にか
けての失業率の上昇分は 0.8％ポイントと、古い定義を用いた場合と変わらない。 
それでは次に、ここで再計算して得られた失業者ならびに就業者の情報を用いて、年齢と

いう基本的な属性に着目したうえで、アジア通貨危機と今回のパンデミックとの間での共通
点や相違点を確認してみることにしたい。 
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年齢層別にみた労働力状態——アジア通貨危機との比較 
 
統計庁が公開している「労働力統計（Keadaan Angkatan Kerja）」からは、15歳以上の人

口について、調査時点における男女別・年齢層別・活動内容（労働力状態）別の分布が得ら
れる 2。この分布をベースに、年齢層別に、失業者をはじめとして、被雇用者や自営業者、
家事従事者などのシェアを計算し、さらに、それぞれのシェアが基準年から何％ポイント変
化したかをまとめたものが、以下に紹介する図 2である。 
図 2 では、15 歳以上人口を対象に、上段にアジア通貨危機時の、下段に今回のパンデミ

ックの影響をまとめている。図は格子状の 3枚のパネルから構成されているが、各パネルの
横軸は年齢層を、縦軸には「労働力統計」から得られる人々の主要活動項目を並べている。
また、それぞれのパネルでは、経済成長率がマイナスとなる直前——1997 年と 2019 年——
を基準年に、そこからの変化をみている。上段では、左側にはアジア通貨危機直後の変化を、
右側には、通貨危機から 2 年間で生じた変化を表している。下段では、今回のパンデミック
の影響について、発生直後の影響のみを示している。 
パネルは年齢層（10 区分）と主要活動内容（7 区分）の組み合わせから得られる 70個の

セルから構成されているが、各セルには基準年から何％ポイント変化したかが表記されてお
り、かつ、その変化分に応じて色分けされている。青色が濃いほどマイナス幅が大きく、逆
に赤色が濃いほどプラス幅が大きかったことを示している。なお、シェアの差をとっている
ことから分かるように、各年齢層ですべてのカテゴリーのシェアの変化分を縦に足し合わせ
ていくとゼロになる。 
最初に、図 2 のなかの失業者カテゴリーに注目すると、アジア通貨危機時（上段）には若

年層を中心に失業者割合が増加していたのに対し、今回のパンデミック時（下段）には、若
年層ほど増分が大きくなる傾向はあるものの、幅広い年齢層に失業者割合の増加が観察され
るという違いに気づく。さらに、2つの負の経済ショック間での相違点を挙げるならば、非
労働力に含まれる家事従事者の減少（ほぼすべて女性家事従事者の減少によるもの）が、ア
ジア通貨危機時にはほぼすべての年齢層で観察されたのに対して、パンデミック下において
は、高年齢層に集中している。 
一方で、2つの負の経済ショックに共通する点としては、20代前半のグループでの大きな

被雇用者割合の減少がある。1997 年から 1998 年にかけては 4％ポイント減、そして 2019
年から 2020 年にかけては 6.6％ポイントも減少している。こうした被雇用者割合の減少分
がどこに吸収されたかをみると、アジア通貨危機時には失業者の増加が最大に、続いて自営
業や無給・家族労働（以下、家族労働と表記）でも増加がみられる。個票データからは、自
営業や家族労働の増加は主に農業部門で観察されたことが分かるが、これは当時、ルピア安
を背景に農業産品の輸出増がみられたことや、農業従事者が増加していたことと整合的な傾
向である 3。そして、ここで興味深いのは、今回のパンデミック下でも同様に農業従事者の

https://www.bps.go.id/publication.html?Publikasi%5BtahunJudul%5D=&Publikasi%5BkataKunci%5D=keadaan+angkatan+kerja&Publikasi%5BcekJudul%5D=0&Publikasi%5BcekJudul%5D=1&yt0=Tampilkan
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増加が観察されることである（図 3）。ただし、その増加は図 2 の左下のパネルに示されて
いるように、20 代前半以下の家族労働者の増加によるものとみられる。 
最後に、今回のパンデミック時に特徴的な点として、19 歳以下のグループで就学者割合

が大きく減っていることを指摘しておきたい。この減少は男女どちらにも観察されるが、こ
れが中退者の増加を反映しているのだとすれば、教育（人的資本）水準の低下を通じて、こ
の世代の所得に長期に渡って悪影響を及ぼす可能性がある。 
 
おわりに 

 
本報告では、アジア通貨危機直後との比較を通じて、新型コロナウイルスの感染拡大に伴

う雇用への影響について探ってみた。今回は統計庁が公開している集計結果を頼りに情報を
整理してみたが、今後は、労働力調査の個票データのほか、個人レベルでの追跡調査（パネ
ルデータ）を用いたより精緻な分析を進める必要があるだろう。また、本文中では、2020年
にかけてアジア通貨危機に次ぐ失業率の上昇がみられることを指摘したが、このパンデミッ
クのもとで失業率がまだ上昇し続けている可能性がある点に注意が必要である。この点につ
いては、この 2 月に実施される労働力調査の結果を待つことにしたい。 
 
補足説明——インドネシアにおける失業の定義 

 
1990 年から 2020年にかけて、インドネシアの失業の定義は次のような変遷過程をたどっ

ている。インドネシアでは、過去 1 週間に 1時間以上働いていた場合は失業者とはみなされ
ない。そのうえで、つまり労働時間が 1 時間未満であることに加えて、1993 年までは、過
去 1週間に職を探していた場合にのみ失業者と判断されていた。その後、1994 年から 2000
年までは「過去 1 週間」という条件がなくなり、単に求職中であれば失業者とみなされた。
2001 年以降は、求職者に加えて、求職していない理由として、仕事は決まっているが未就
業の状態、ならびに求職意欲喪失者（採用される見込みがないので求職活動を諦めた者）に
ついても失業者とみなされるようになった。さらに 2016 年からは、求職していない理由と
して、ビジネスを立ち上げたがまだ開始していない、という項目も新たに設けて、その該当
者も失業者とみなしている。 
こうした変遷を考慮して、図 1にみられる2000年と2001年との間に生じている大きなギャッ

プを埋めるべく、次のような方法で 2000 年以前の失業率の計算を試みた 4。2000 年以前の労働
力調査（Sakernas）の質問票をみると、求職意欲喪失者に関する質問項目は 1996年まで遡って得
られることが分かる。そこで、この質問項目に該当する回答者も失業者とみなして失業率を計算
し直すことにした。図中の白抜きマーカーで表示された失業率がその計算結果である。■ 
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成長と雇用・貧困削減の分析」・「2019 年大統領選挙――社会の分断と投票行動の分極化（共
著）」（川村晃一編『2019 年インドネシアの選挙――深まる社会の分断とジョコウィの再選』
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Provision in Indonesia: A Case of Garbage Pickup Services in Urban Areas,”in Michikazu 
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Partnership, ERIA Research Project Report, No.12, 2020.などがある。 

注 
1 1 月 20日付 Koran Tempo 紙記事は、当初、60 歳以上に対してはファイザー社とビオンテ
ック社が開発したワクチンを接種する予定だったことや、CoronaVacについては 60 歳以上
に対する臨床試験結果がまだ得られていないため、18 歳から 59歳への接種を優先すること
になったことなどを伝えている。 
2 本報告で用いている 2018 年以降の労働データについては取り扱いにあたって若干注意が必要
である。2020年 8月版「労働力統計」では人口ウェイトに用いられる情報源が変更されているた
めである。統計庁の HP では、このウェイト変更を反映させた推計値が 2018 年までさかのぼっ
て得られるが、各産業の従業上の地位といった詳細な情報については、2018 年・2019 年の改定
値はまだ公開されていないため、ウェイト変更が反映されていないデータを使わざるを得なかっ
た（各項目のシェアは一定といった仮定のもとで本報告では分析を行っている）。 
3 アジア通貨危機時に農業部門の就業者が増加した点については、例えば Hugo（2000）を
参照。Hugo（2000）は、国内の労働移動により、村へと戻ってきた移住者が農業に従事し
ていたことを当時のフィールド調査を引用して紹介している。 
4 これとは逆に、2001 年以降の個票データを用いることによって、2000 年以前の定義にあ
わせて再計算することも可能である。ただし、その計算に必要な個票データが手元に揃って
いないため、今回この方法は採用しなかった。 

 

https://commons.wikimedia.org/w/index.php?title=User:Dennys_codet&action=edit&redlink=1
https://creativecommons.org/licenses/by-sa/4.0/deed.en
https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/higashikata_takayuki.html
http://hdl.handle.net/2344/00051882
http://hdl.handle.net/2344/00051882
http://hdl.handle.net/2344/00051875
https://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Books/eBook/202010_01.html
https://www.eria.org/uploads/media/Research-Project-Report/2020-12-Regional-Waste-Management-in-Asia/13_Ch.7-Effect-Local-Government-Separation-Indonesia-Garbage-Pickup-Service.pdf
https://www.eria.org/uploads/media/Research-Project-Report/2020-12-Regional-Waste-Management-in-Asia/13_Ch.7-Effect-Local-Government-Separation-Indonesia-Garbage-Pickup-Service.pdf
https://koran.tempo.co/read/nasional/461690/pemerintah-screening-calon-penerima-vaksin-covid-19
https://www.bps.go.id/publication/2020/11/30/307a288d678f91b9be362021/keadaan-angkatan-kerja-di-indonesia-agustus-2020.html
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図 1 失業率の変化（1990年から 2020年、％） 

（注）図中の折れ線グラフはすべて失業率の変化を表している。マーカーが黒く塗りつぶされているグラフ
はすべて政府による公式推計値を、マーカーの形の違いは定義が異なることを意味する（定義の違いについ
ては本文末の補足説明を参照）。また、白抜きマーカーのグラフは筆者による計算値を示している。2005年
からは年に 2 回調査が実施されるようになっているため、図では 8 月（ただし 2005 年については 11 月）
時点の数値を載せている。なお、図中の（A）はスハルト政権および政権移行期を、（B）は総選挙実施後に
誕生したアブドゥルラフマン・ワヒド＝メガワティ・スカルノプトリ政権、（C)（D）はそれぞれ第 1 期・
第 2期スシロ・バンバン・ユドヨノ政権、（E）（F）は第 1期・第 2期ジョコ・ウィドド政権の時期を示す。 
（出所）インドネシア統計庁（BPS）のウェブサイトならびに、1996 年から 2003 年までは労働力調査
（Sakernas）個票データをもとに筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.bps.go.id/subject/6/tenaga-kerja.html#subjekViewTab3.html
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図 2 労働力状態の変化（％ポイント） 

（注）上段のパネルはアジア通貨危機の影響を、下段は新型コロナウイルスの感染拡大による影響をみてい
る。失業の定義については補足説明を参照のこと。パネル内の各セルに白文字で記載されているのは基準年
の各年齢層に占めるシェアからの変化分。この変化分が正に大きな値をとるほど濃い赤色で、逆の場合は濃
い青色で表現されている（薄くなるほどゼロに近づく）。 
（出所）2019 年 8月版および 2020年 8月版の「労働力統計（Keadaan Angkatan Kerja）」ならびに、1997
年から 1999年までは労働力調査（Sakernas）個票データをもとに筆者作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.bps.go.id/publication/2019/11/29/96138ece33ccc220007acbdd/keadaan-angkatan-kerja-di-indonesia-agustus-2019.html
https://www.bps.go.id/publication/2020/11/30/307a288d678f91b9be362021/keadaan-angkatan-kerja-di-indonesia-agustus-2020.html
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図 3 労働力に占める農業従事者割合の変化（1990年から 2020年、％） 

（注）失業者と就業者から構成される労働力に占める農業従事者の割合を計算している。グラフは図 1の失
業者の定義にあわせて作成している（詳細は図 1の注を参照）。2015年以降は国際標準産業分類の第 4 次改
訂版（ISIC-Rev.4）での農業部門の数値を利用（それ以前は第 2次改訂版）。 
（出所）インドネシア統計庁（BPS）のウェブサイトならびに、1996 年から 2003 年までは労働力調査
（Sakernas）の個票データをもとに筆者作成。 

 
 

https://www.bps.go.id/subject/6/tenaga-kerja.html#subjekViewTab3.html
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